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三重津海軍所跡周辺整備事業についての遺産影響評価書 

 

概 要 

本文書は、世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産で

ある「三重津海軍所跡」（構成資産 5-1）の緩衝地帯において佐賀市が実施する来訪者施設（以

下「ガイダンス施設」という。）等の整備事業に関し、佐賀市が作成した遺産影響評価書である。 

三重津海軍所跡の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）は、地下遺構及びそれら

と一体を成す自然地形であり、資産範囲外での工事による直接的影響は無い。 

 

 

１ 導入 

(1) 本遺産影響評価の対象は、2015 年 7 月に世界遺産一覧表に記載された「明治日本の産業革

命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の構成資産「三重津海軍所跡」（5-1）である（図 1）。 

(2) 本遺産影響評価にあたっては、世界遺産の管理保全計画（ＣＭＰ）に定める事項及び国内外

の有識者の意見を参照している。 

(3) 本遺産影響評価書の作成主体は佐賀市である。 

 

図 1 佐賀エリアの位置図 

 

２ 三重津海軍所跡周辺整備事業の概要 

   

佐賀市が三重津海軍所跡の緩衝地帯の範囲内において行う本事業は、２つのサブカテゴリー

からなり、各事業の概要は表１のとおりである。 

１）三重津海軍所跡ガイダンス施設整備事業 

２）三重津海軍所跡駐車場移転整備事業（隣接地で行う中川副公民館建設事業を含む。） 
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  「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の世界遺産一覧表記載決議の際

の勧告（ｈ）で、来訪者施設の増設・新設に関する提案については、『世界遺産条約履行のため

の作業指針』第 172 項に沿って提出するよう求められている。 

また、現在資産上に位置している来訪者用の駐車場については、資産保護のさらなる強化の

ため、資産外への移転を検討することを「管理保全計画（日本語 57 ページ、英語 75 ページ）」

で示している。その後、佐賀市は、2017 年に策定した「三重津海軍所跡修復・公開活用計画」

で駐車場の移転整備を方針として定めている。 

駐車場移転整備事業は、資産の保護強化という側面に加え、来訪者の見学環境（ガイダンス

施設や資産へのアクセス、見学動線等）の改善という側面をもち、ガイダンス施設整備と密接

に関連する事業である。 

よって、三重津海軍所跡周辺整備事業を対象として実施する遺産影響評価については、その

評価書を『世界遺産条約履行のための作業指針』第 172 項に沿って提出することとする。 

 

表１ 三重津海軍所跡周辺整備事業の各事業の概要 

 事業名 事業概要 

1） 三重津海軍所跡

ガイダンス施設

整備事業 

・ガイダンス施設整備事業は、来訪者に対し、世界遺産「明治日本の産業

革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の全体像や顕著な普遍的価値、

三重津海軍所跡の位置づけ及びこれまでの調査研究の成果等をより的

確に情報発信する拠点施設の整備を目的として実施する。整備事業を

進めるうえでは、内閣官房がユネスコに提出した「インタープリテーシ

ョン戦略」に則って取組を展開する。 

・ガイダンス施設は、佐賀市の所有施設であり、資産と隣接する「佐野常

民記念館」を増改築し整備する。【図 2】 

＊佐野常民記念館の現状の敷地配置図【図 3】 

＊佐野常民記念館の外観（資産側から見た現状）【図 4】 

・佐賀市は、三重津海軍所跡の考古学的遺構の保存のため、露出展示を行

わない方針である。そのため、最も特徴的であるドライドックの護岸遺

構の原寸大模型や、早津江川の干満差を利用したドライドックの運用

や洋式船の修船・造船活動等を解説する映像を製作し、ガイダンス施設

内に設置する計画である。 

・佐賀市は、ガイダンス施設整備に係る具体的な整備内容の検討につい

て、2018 年度から近代史・考古学・造船史などの各専門分野の学識経

験者、内閣官房、文化庁等の関係機関で構成する委員会を設置し、指導

助言を受けながら行ってきている。 

・ガイダンス施設の整備概要は次のとおりである。 

＊鉄骨造・3 階建て 

＊敷地面積：約 4,980 ㎡（隣接する市有地を加えて整備を行う。） 

＊建築面積：約 1,520 ㎡（1 階南西部を約 150 ㎡増築） 

＊延床面積：約 2,520 ㎡ 

＊建築物の高さ：約 15ｍ 
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  ＊整備工事（建築工事・展示製作）開始：2020 年 3 月 

  ＊供用開始：2021 年 9 月予定 

  ＊各フロアの展示ゾーニング計画【図 5】 

 

2） 三重津海軍所跡

駐車場移転整備

事業 

・資産の保護強化を目的として、現在資産上にある駐車場を、資産範囲外

に移転整備する。 

・新駐車場の整備用地は、資産の北側に設定した。【図 2】  

・佐賀市は、整備用地を 2017 年度に取得済みで、2018 年度に造成工事

及び暫定的な舗装工事を実施している。 

・新駐車場の整備概要は以下のとおりである。 

＊敷地面積：約 3,600 ㎡ 

＊駐車台数：大型バス 5 台、乗用車約 90 台 

＊工事（外構工事）開始：2020 年 1 月予定 

＊供用開始： 

2020 年 7 月予定（2019 年 10 月以降、暫定的に供用予定。） 

＊駐車場の現状写真【図 6】 

＊平面計画図【図 7】 

＊完成イメージ【図 8】 

  

 

 

 

中川副公民

館建設事業 

・三重津海軍所跡が所在する地域のコミュニティ施設「中川副公民館

（1972 年 3 月建築）」が老朽化しているため、新たに公民館を建設す

る。 

・公民館は、地域住民同士の交流や生涯学習を促進する拠点施設として

中心的な役割を果たす施設であるが、2004 年の佐野常民記念館供用前

までは、現在の中川副公民館が佐野常民の顕彰機能も果たしていたた

め、両施設はその歴史において密接不可分な関係にある。このため、三

重津海軍所跡の新駐車場の整備用地と隣接する場所に建設用地を確保

した。【図 2】 

・佐賀市は、建設用地を 2017 年度に取得済みで、2018 年度に造成工事

を実施している。 

・新公民館の整備概要は以下のとおりである。 

＊木造・平屋建て 

＊敷地面積：約 3,000 ㎡ 

＊建築面積：約 780 ㎡（公民館）、約 65 ㎡（屋外倉庫） 

＊延床面積：約 670 ㎡（公民館）、約 65 ㎡（屋外倉庫） 

＊建築物の高さ（最高点）： 

約 9.2ｍ（公民館）、約 4.3ｍ（屋外倉庫） 

  ＊整備工事開始：2019 年 10 月 

  ＊供用開始：2020 年 7 月予定 

  ＊平面計画図【図 7】 

  ＊完成イメージ【図 8】 
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  ＊立面図【図 9】 

 

 

図 2 資産・緩衝地帯の範囲及び事業位置図  
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図 3 佐野常民記念館の現状の敷地配置図 

 

 

図 4 佐野常民記念館の外観（資産側から見た現状） 

 

 

 

 

市有地 
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図 5 各フロアのゾーニング計画 【ガイダンス施設】 
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図 6 駐車場の現状（資産の西側道路から撮影）【2019.8.31 撮影】 

 

 

  

図 7 新駐車場・中川副公民館の平面計画図 
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図 8 新駐車場・中川副公民館の完成イメージ（敷地西側から東側を眺望） 
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図 9 中川副公民館の立面図 

 

 

３ 遺産価値 

(1) 「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕著な普遍的価値は以下のと

おりである。（世界遺産委員会決議の顕著な普遍的価値の言明の抜粋） 

本産業遺産群は、主に九州・山口地域に分布し、産業化が初めて西洋から非西洋に波及し

成就したことを顕している。19 世紀半ばから 20 世紀初頭にかけて、日本は製鉄・製鋼、造

船、石炭産業を基盤に急速な産業化を成し遂げた。シリアルの構成資産は、1850 年代から

1910 年にかけてのわずか 50 年余りという短期間に達成された急速な産業化の 3 つの段階

を反映している。 

第一段階は、1850 年代から 1860 年代前半にかけての幕末期で、製鉄及び造船の試行錯

誤の挑戦に始まる。国の防衛力、特に、諸外国の脅威に対抗する海防力を高めるために、藩

士たちの産業化への挑戦は、伝統的な手工業の技で、主に西洋の技術本からの二次的知識と

洋式船の模倣より始まった。 

1860 年代からの第二段階においては、西洋の科学技術が導入され、技術の運用のために

専門家が招かれ、専門知識の習得を行った。その動きは明治新政府の誕生により加速された。 

明治後期（1890～1910 年）にあたる第三段階においては、国内に専門知識を有した人材

が育ち、積極的に導入した西洋の科学技術を、国内需要や社会的伝統に適合するように現場

で改善・改良を加え、日本の流儀で産業化を成就した。 

(2) 三重津海軍所跡は、第一段階における造船のサイトであり、修船や造船に試行錯誤した産業

化初期の遺構である。伝習及び西洋船舶の修理を行う日本最古のドライドックが含まれ、

1858 年から 1871 年まで操業した。三重津海軍所はペリー来航による開国に対応して 1855

年に幕府が開設した長崎海軍伝習所で得た知識と技術を基に運営された。（長崎海軍伝習所は
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現存していない。） 

(3) 三重津海軍所跡の顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）は、ドライドック（修覆

場地区）、稽古場地区、船屋地区の地下に埋蔵された地下遺構及びそれらと一体を成す自然地

形である。これらの日常的なメンテナンスについては、管理保全計画で以下のとおり定めて

いる。 

【佐賀市・佐賀市教育委員会による管理】 

保全管理の対象となる要素は、三重津海軍所稼働期の要素である。これらは、佐賀藩が近

代化に向けて自力で取り組んだ、造船・修船の活動を直接的に示す証拠である。これらの要

素には地下遺構と自然地形があり、それぞれ次のように維持管理を行う。 

なお、資産は文化財保護法に基づく国史跡の指定を受けているため、その保全管理業務は、

史跡地内の現状変更等の取扱いについて定めた「史跡三重津海軍所跡保存管理計画書」を遵

守するとともに、史跡の管理団体である佐賀市教育委員会と十分な連絡調整を行い実施す

る。（「管理保全計画」、日本語 64 ページ、英語 83 ページ～） 

■地下遺構 

・修覆場地区：石組遺構、炉状遺構（1・2）、溝状遺構、小型二連炉（坩堝炉）、 

廃棄土坑、護岸遺構〔本渠部〕、護岸遺構〔渠口部〕、河川面護岸遺構、造成土 

・稽古場地区：造成土 

・船屋地区 ：造成土、土堤盛土 

地下遺構に関しては、現地表面から 60～100ｃｍに及ぶ十分な厚さの保護層が確保され、

影響を与えないよう維持管理が実施されている。よって、今後も地中に埋蔵された良好な保

存状態を継続するため、現状維持を基本とした保全管理の措置を実施する。特に、護岸遺構

のように木材を素材とする遺構については、その劣化進行を防止するため、調査以外での露

出を行わないようにする。 

■自然地形 

・船屋地区：入江の地形 

自然地形である入江の地形は、往時の船屋の姿を現代に伝えるものである。よって、その

景観を保存するため、漁港等の継続的な利用を前提としつつ、現状維持を基本とした管理保

全の措置を実施する。 

(4) また、緩衝地帯における規制については以下のとおり定めている。（「管理保全計画」、日本

語 67 ページ、英語 87 ページ） 

（１）緩衝地帯について将来にわたり維持すべき状態（規制のメルクマール） 

緩衝地帯には、三重津海軍所が稼動していた当時の景観を想起させる土地利用の区分や

地形等が現存しており、これらの資産からの眺望を保全するため、視認を妨げる構造物の

設置を抑制する。 

（２）緩衝地帯における規制についての方針及び全体計画 

資産の保護を目的とした(1)の状態を維持するため、適切な範囲を緩衝地帯として定める

とともに、その保全方策を講じる。 

緩衝地帯における開発行為については、三重津海軍所跡の資産価値を損なわないよう、

河川法、都市計画法、景観法、農業振興地域の整備に関する法律、農地法により規制誘導

する。 
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４ 整備事業による影響全体の評価 

（1）三重津海軍所跡周辺整備事業に伴う工事は、資産の範囲外で行われるものであり、世界遺産

「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕著な普遍的価値を表す要素

（アトリビュート）である地下遺構と自然地形、それらの完全性及び真実性に対して及ぼす

直接的な影響は無い。 

（2）ガイダンス施設整備では、「インタープリテーション戦略」で示すインタープリテーション

の階層（①顕著な普遍的価値、②重工業の歴史、③各構成資産のサイトごとのインタープリ

テーション）に沿って、リニューアルを行う。 

   整備完了後は、来訪者は入館後最初に『世界遺産展示室』を観覧することとなるため、こ

こには、「インタープリテーション戦略」に沿ってすべての構成資産で統一的に実施予定の『共

通展示』を設置し、「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕著な普遍

的価値や構成資産の位置付け・概要等を解説する。 

これにより、来訪者は「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」全体像

や、顕著な普遍的価値への三重津海軍所跡の貢献への理解を深めたうえで、サイトに関する

展示を観覧することとなり、世界遺産価値の理解増進に大きく貢献する。 

なお、佐賀市が定期的に実施しているアンケート調査の結果では、来訪者から「ドライド

ックの護岸遺構の本物が見たい。」との多くの意見が出されているものの、考古学的遺構につ

いては、保護の観点から地下に埋め戻した状態を維持することとしている。 

そこで、今回の整備では、来訪者の要望に応え、満足度の向上を図る方策として、ガイダ

ンス施設内でその遺構の一部の原寸大模型を展示し、遺構の「見える化」を図る計画である。 

（3）三重津海軍所跡駐車場の資産外への移転整備は、資産への車両の乗入を制限するため、その

保護強化につながる。さらに、新駐車場を資産の北側に整備することにより、来訪者の駐車

場へのアクセス環境が向上し、また、ガイダンス施設や資産への見学動線もより明確になる。   

（4）資産内部からの眺望は、顕著な普遍的価値を表す要素（アトリビュート）ではないが、影響

評価の対象とした。その理由は、管理保全計画において緩衝地帯の景観保全の配慮事項を定

めており、各整備事業が緩衝地帯内において実施されることによる。 

ガイダンス施設整備は建物の増築を伴うが、建物西側での最小限の増築にとどめる計画で

あり、資産側から見た建物外観に変化は生じない。  

また、新たな公民館の建物外観は、色調・素材・形状等の点で周囲の景観との調和に十分

に配慮する。具体的には、外壁は白、屋根は黒色を基調とした計画としており、建物の高さ

（最高点）は、周囲の家屋の高さとほぼ変わらない。現時点で資産から建設予定地の方向を

見た場合、資産と建設予定地との間に高さのある堤防道路（標高約 6ｍ）が存在することか

ら、堤防寄りの家屋の屋根が一部見えているのみである。したがって、新しい公民館につい

ても、資産から建設予定地の方向を見た際、周囲の家屋と同様にほぼ見えないことから、資

産から見た眺望の変化はほとんど生じない（図 10-1 から図 10-4）。 

   なお、本整備事業は、佐賀市景観条例に定める基準に適合したものとなっている。 

 

 



付属資料 8 

- 295 - 

 

 

図 10-1 資産から中川副公民館建設予定地を見た眺望【視点位置】 

  

 

図 10-2 地点①（修覆場地区）からの眺望 【2019.8.31 撮影】 

 

1 

2 

3 
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図 10-3 地点②（稽古場地区）からの眺望 【2019.8.31 撮影】 

 

 

 

図 10-4 地点③（船屋地区）からの眺望 【2019.8.31 撮影】 
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≪参考≫ 各地点の標高、堤防道路及び建設予定地までの直線距離 

 標 高 
堤防道路までの 

直線距離 

堤防道路の 

標高 ※1 

建設予定地まで 

の直線距離 

各地点からの 

公民館建物の見え方 

地点① 3.67ｍ 約 50ｍ 6.6ｍ 約 260ｍ 視認できない。 

地点② 

3.5ｍ 約 40ｍ 6.3ｍ 約 180ｍ 現状で堤防道路越しに見え

ている住宅の屋根と同等の

高さで、建物の一部が視認

できる。 

地点③ 

2.9ｍ 約 65ｍ 6.3ｍ 約 190ｍ 現状で堤防道路越しに見え

ている住宅の屋根と同等の

高さで、建物の一部が視認

できる。 

建設予定地 3.14ｍ     

公民館建物 

12.41ｍ 

（最高

点） 

    

※堤防道路の標高は、各地点から建設予定地方向を望んだ場合の正面付近の高さを掲載している。 

 ※公民館建物の標高は造成後の地表面（3.14ｍ）に建物の高さの最高点（9.27ｍ）を加算し算出。 

 

 

５ 管理過程 

(1) 世界遺産「明治日本の産業革命遺産」の管理体制においては、「『明治日本の産業革命遺産 

製鉄・製鋼、造船、石炭産業』における管理保全の一般方針及び枠組み」に基づき、地区ご

とに管理保全協議会を設置している。本エリアにおいても「佐賀地区管理保全協議会」を設

置し、遺産の管理保全等について情報・意見の交換及び意思決定を行うこととしている。ま

た、必要に応じて国（内閣官房）の「稼働資産を含む産業遺産に関する有識者会議」に助言

を求めることもできる。 

(2) 本整備事業は、計画策定段階から佐賀市が内閣官房・文化庁の指導・助言及び有識者から成

る委員会等における十分な審議を踏まえて進めているものである。 

同時に、「佐賀地区管理保全協議会」においても承認されており、以下の評価を行っている。 

・ガイダンス施設整備は、世界遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭

産業」の全体像及び顕著な普遍的価値に貢献する三重津海軍所跡の理解に大きく資する

ものである。 

・資産外への駐車場移転は、資産の保護強化につながるとともに、駐車場から遺跡へのア

クセスルートが確立される。このことから、ガイダンス施設で世界遺産及び構成資産へ

の理解を深めたうえで、遺跡を訪れるという流れができ、来訪者の理解がより深まるこ

とが期待される。 

・中川副公民館建設事業は、周辺景観との調和を意識した設計となっており、佐賀市が定

める景観基準に合致した計画である。また、公民館とは、地域住民の交流や生涯学習の

促進に関するコミュニティの拠点施設として、日本では長い伝統を持つものである。そ
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の公民館を一体的に整備することで、世界遺産の構成資産としての三重津海軍所跡を生

かした地域づくりに対して、地域住民の関心・協力を将来にわたって高める効果が期待

される。 

(3) 「明治日本の産業革命遺産」保全委員会における評価も同様である。 

(4) なお、本遺産影響評価書は、2019 年 10 月 2 日に開催した佐賀地区管理保全協議会におい

て協議を行い、とりまとめた。 

 

図 11 戦略的枠組みに定めるガバナンスのシステム 

(Additional information November 2014) 

 

(5)本整備事業は、遺産管理者である佐賀市が事業主体であることから、工事の施工段階におい

ても関係各部署との連絡調整を密にし、細心の注意を払い施工にあたる。 

 

６ 結論 

佐賀市が行う三重津海軍所跡周辺整備事業は、影響全体の評価及び管理過程についても問題は

なく、世界文化遺産「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の顕著な普遍的価

値、完全性・真実性に負の影響を与えるものではなく、資産の保護強化、顕著な普遍的価値とそ

れに貢献する三重津海軍所跡の理解にも大きく資するものである。 
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